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1．経緯及び調査結果の概要 

2024 年 1 月 26 日に国立大学法人東北大学（以下、「東北大学」という。）告発窓

口に対し、東北大学高度教養教育・学生支援機構に所属していた元講師（告発当時：

国立教育政策研究所フェロー）が発表した論文について、全体のアイディアや論旨

は異なるものの、先行研究の論文から出典を明記せずに引用するなど、基本的な引

用ルールから逸脱したと考えられる箇所が複数認められる旨の顕名の告発があっ

た。 

これを受けて、東北大学が定める「研究活動における不正行為への対応ガイドラ

イン」（以下、「東北大学ガイドライン」という。）に基づき審査委員会を設置し審

査した結果、当該告発は東北大学ガイドラインで規定する受理要件を満たしている

と判断し、当該告発を受理し、調査委員会を設置し調査を開始することを決定した。 

調査開始決定後、東北大学ガイドラインに基づき、被告発者に対し告発当時フェ

ローの委嘱をしていた研究機関である国立教育政策研究所と協議し、当該告発に係

る調査を合同で行うことを決定した。 

調査の結果、以下のとおり特定不正行為（盗用）を認定した。 

 

 

2．調査 

（1）調査体制 

東北大学及び国立教育政策研究所は、外部有識者 6 名、東北大学内部委員 3 名、

国立教育政策研究所内部委員 2 名で構成する合同調査委員会を設置し、調査を実施

した。 

調査委員会の構成 

委員長 小林 雅之 桜美林大学教育探究科学群・学群長、特任教授（外部有識者） 

委員 大野 晃嗣 東北大学大学院文学研究科・教授（内部委員） 

委員 山内 保典 東北大学高度教養教育・学生支援機構・准教授（内部委員） 

委員 植松 康 東北大学未来科学技術共同研究センター・特任研究員 

（内部委員） 

委員 高橋 満 元・放送大学宮城学習センター・所長（外部有識者） 

委員 笹村 恵司 齊藤・笹村法律事務所・弁護士（外部有識者） 

委員 大内 克紀 国立教育政策研究所・総務部長（内部委員） 

委員 齋藤 憲一郎 国立教育政策研究所・研究企画開発部長（内部委員） 



委員 一見 真理子 元・お茶の水女子大学人間発達教育科学研究所・客員研究員

（外部有識者） 

委員 岩崎 久美子 放送大学名誉教授・客員教授（外部有識者） 

委員 笹井 宏益 元・玉川大学学術研究所・特任教授（外部有識者） 

 

（2）調査内容 

1）調査期間 

2024年7月5日～2026年4月27日 

 

2）調査対象論文（4編） 

・調査対象論文①（被告発論文） 

・調査対象論文② 

・調査対象論文③ 

・調査対象論文④ 

 ※調査対象論文②～④は調査の過程において調査対象に追加した論文 

 

3）調査対象者 

東北大学高度教養教育・学生支援機構 元講師A 

（告発当時：国立教育政策研究所フェロー）（以下、「A氏」という。） 

 

4）調査対象経費 

調査対象論文①の謝辞に記載のある経費（科学研究費助成事業 2 課題） 

 ※調査対象論文②～④については、調査対象とすべき経費の該当が無いと判断。 

 

5）調査方法・手順 

・告発内容の確認、予備調査結果の確認、本調査の方針の確認。 

・委員による先行論文と調査対象論文との比較分析。 

・調査対象者へ書面・対面ヒアリング調査。 

・その他関連論文の調査。 

 

3．調査結果 

（1）認定した特定不正行為の種別 

盗用 

 

（2）特定不正行為以外の研究活動上の不適切な行為 

該当なし 

 



 
 

（3）特定不正行為に関与したと認定した研究者 

A氏 

 

（4）不正行為には関与していないものの、「不正行為があったと認定した研究に係

る論文等の内容について責任を負う著者」として認定した研究者 

   該当なし 

 

（5）不正行為が行われた経費・研究課題 

科学研究費助成事業 2課題 

※当該研究課題は調査対象論文①の謝辞に記載があり、かつ、実績報告書等にて

調査対象論文①を研究成果として報告していた。一方、当該研究課題経費から論

文の作成過程において特定不正行為（盗用）と直接的に因果関係が認められる経費

の支出は確認できなかった。 

 

（6）結論 

調査の結果、調査対象論文 4 編において 10 箇所の特定不正行為（盗用）があっ

たと認定した（調査対象論文①：3 箇所、調査対象論文②：2 箇所、調査対象論文

③：2箇所、調査対象論文④：3 箇所）。 

特定不正行為（盗用）と認定した 10 箇所のうち、1箇所を「故意」によるもの、

残り 9 箇所を「研究者としてわきまえるべき基本的な注意義務を著しく怠ったこと

（重過失）」によるものと認定した。 

「故意」による特定不正行為（盗用）と認定した 1 箇所（調査対象論文①）につ

いては、参考文献リストにも挙げずに先行研究論文の文章（「原著論文の内容を要

約した文章」）を出典表記ごと盗用しており、先行研究者の文章であると認識して

おきながら盗用したと認定した。 

残りの 9箇所（論文①～④）については、先行研究や WEB 記事との文章の酷似が

広範囲にわたり認められ、外形的・客観的には盗用に該当するものの、故意に基づ

く行為であると判断できる証拠等を確認することができなかったため、「研究者と

してわきまえるべき基本的な注意義務を著しく怠ったこと（重過失）」による盗用

と認定した。 

 

（7）調査対象論文 4 編に係る不正行為の程度等の総合的判断 

特定不正行為を認定した 10 箇所のうち、1 箇所は故意に基づく特定不正行為と

認定し、残り 9 箇所は「研究者としてわきまえるべき基本的な注意義務を著しく怠

ったこと（重過失）」に基づく特定不正行為と認定したこと、及び不正行為の常態

化（特定不正行為を認定した論文が複数あり、掲載時期が複数年度に及ぶこと）を

踏まえ、行為の悪質性の程度は「中」と判断した。 



また、特定不正行為を認定した箇所は、すでに先行研究によって明らかにされて

いる事実関係の記述に相当する部分であり、学術理論等への貢献など学術的な新規

性や価値が低いこと、及び研究内容が限定された分野のものであり、流通範囲が極

めて限定されている媒体に掲載されたものであることを踏まえ、研究の進展への影

響及び社会的影響の程度はいずれも「低」と判断した。 

 

（8）調査結果の通知 

本調査結果を A 氏に対し通知したところ、異議申立てがなされた。A 氏からの異

議申立てを受けて、東北大学ガイドライン及び「国立教育政策研究所における研究

活動に係る不正行為に関する規程」（以下、「国立教育政策研究所規程」という。）

に基づき、調査委員会において異議申立ての趣旨及び理由等を勘案の上、再調査を

行うか否か審査した結果、調査結果を覆すに足る客観的証拠や合理的理由はないと

判断したことから、再調査を行わず異議申立てを却下することを決定し、A 氏に通

知した。 

 

4．特定不正行為の発生要因、再発防止策 

（1）発生要因 

①基本的な研究倫理規範遵守意識の欠如（引用・著作権意識の欠如） 

A氏は研究活動における基本的な引用ルール及び他者の著作物に対する著作

権遵守の意識が不十分であったと認められる。本事案では、先行研究を参照し

た際の出典明記が複数箇所で欠落していた。また、聴取からは、A氏が直接引用

と間接引用の明確な区別、及び著作権法上の引用ルールの遵守を意識せずに論

文を執筆していたことが明らかになった。 

A氏は論文の執筆当時、東北大学及び国立教育政策研究所が定める研究倫理

教育を受講しており、研究活動において研究者が遵守すべき基本的ルールを把

握していたものと認められる。また、A氏本人も、執筆当時において基本的ルー

ルの遵守に対する意識が不十分であった旨を認めている。 

以上のとおり、A氏における研究倫理・研究公正に関する認識の不足、及び先

行研究からの適切な引用ルールを遵守する意識の欠如という本人特有の問題が、

今回の不正行為の直接的な発生要因であると結論づける。 

 

②先行研究（専門外研究）への過度な依存 

聴取から、複数の調査対象論文はA氏自身の専門ではなく、業務上の必要性や

出版社からの依頼により、文献を調べながら執筆されたものであったことが示

唆された。自身の専門と比べると不勉強な内容を記述するために、既存の文献

の表現（文章）に過度に依存し、結果として文章の一致（盗用）を招いたと考

えられる。 



 
 

 

③執筆過程時の研究資料等の杜撰な管理 

A氏の執筆方法は、調べた内容に基づきメモを作成し、そのメモを基に執筆を

するというものであったが、この過程でメモに引用文献情報を付けることを忘

れ、他者の見解と自分の見解の区別がつかなくなる可能性が聴取から示唆され

た。聴取時に、執筆時の記録等、証拠の提出も限られており、メモ作成時の記

録管理の欠陥が極度に杜撰であったと判断される。こうした状況下では、論文

投稿時の参照論文の引用漏れ又は参考文献リストへの掲載漏れは生じやすく、

今回の不正行為の遠因になっていたと考えられる。 

 

④個人研究体制における相互チェック機能の不全 

A氏の研究体制が個人研究であったこと、及び全ての調査対象論文が単著論

文であり、共著者等による相互チェック機能が働かなかったことも今回の不正

行為の遠因になっていたと考えられる。 

 

（2）研究機関が行った措置 

【東北大学】 
東北大学ガイドラインの規定に基づき、A 氏に対して特定不正行為と認定された

論文の取り下げを勧告した。 

 
【国立教育政策研究所】 

国立教育政策研究所規程に基づき、A 氏に対して特定不正行為と認定された

論文の取り下げを勧告した。 

 

（3）再発防止策 

【東北大学】 

本事案が発生したことに鑑み、全学的に関係指針の周知及び研究倫理教育の

徹底、研修等による研究倫理教育の継続的な実施により更なる遵守徹底を図る

こととする。本事案公表後においては全学の会議体等における注意喚起のほか、

本事案の内容等を踏まえた全学セミナーを開催する。なお、このセミナーにつ

いては毎年度定期的に実施し、注意喚起・啓発を行うこととする。 

また、本事案の発生部局である高度教養教育・学生支援機構においても、所

属する教職員に対し、公正な研究活動推進のためのFD研修等の実施を通じて、

あらためて先行研究の貢献への尊重意識の醸成、論文執筆時の基本的な引用ル

ール（直接引用・間接引用、原著論文からの適切な引用など）を周知するとと

もに、研究倫理推進責任者による研究倫理教育受講の徹底及び研究指導等を担

う教職員に対し研究室等の構成員への研究指導を実施するために必要な指導、



助言を行い研究倫理教育体制の充実を図ることとする。 

 

 【国立教育政策研究所】 

 研究所内の会議等において研究倫理遵守の徹底を周知するとともに、研究所

内の研究者及び外部研究者（客員研究員、フェロー、特別研修員、研究補助者）

を対象として実施している研究倫理教育（「科学の健全な発展のために[第2

版]－誠実な科学者の心得－」（日本学術振興会「科学の健全な発展のために」

編集委員会編）」に基づいた e-learning 教材「eL CoRE（エルコア）」を使

用した研究倫理教育）については改めて受講を徹底する。加えて、これまで所

内研究者を対象として実施していた研究倫理に関する説明会について、外部研

究者の参加も義務付けることで、研究倫理教育の充実を図る。 


